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プラン S 改訂版発表後の展開
―転換契約等と出版社との契約への影響
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　助成を受けた研究成果について完全即時のオープン
アクセス（full and immediate OA）を求める「プラン
S」が 2018 年 9 月に発表されて、早 2 年が経過した。
本稿の執筆時点からあと数か月もすると 2021 年 1 月
となり、プラン S が発効する。
　プラン S は、2018 年 9 月の発表段階においては「10
の原則」でスタートしたが（1）、その後、これら原則を
具体化する「実施ガイドライン」を 2018 年 11 月に発
表した（2）。その後、パブリックコメントを経て、2019
年 5 月末には、「10 の原則」と「実施ガイドライン」
の改訂版を発表し、このときに、当初 2020 年 1 月であっ
たプラン S の発効期日を、2021 年 1 月に延期した（3）。
プラン S の打ち出し当初の衝撃と、改訂版発表の経過
については、林（2019）（4）と拙稿（2019）（5）が詳しい
ので、それらを中心に参照されたい。
　プラン S は改訂版を発表した後も着実に、その実施
に向けて、制度の具体化を図っている。本稿では、プ
ラン S が特にターゲットしていたハイブリッド誌を巡
る「転換契約・転換モデル契約・転換雑誌」を通じた
対応と「価格透明性フレームワーク」を紹介し、これ
らが学術機関と出版社との契約に与えている影響につ
いて示唆を述べたい。
　なお、紙幅の都合から本稿では言及しないが、プラ
ン S をめぐるその他の同時期の重要な動向として、「権
利保持戦略」の策定、「影響モニタリングのための枠
組み」の発表、欧州研究評議会（ERC）の離脱などが
挙げられる（6）。これらについては別途、国立情報学研
究所（NII）の『NII テクニカルレポート』に紹介する。

1. プラン S の概要
　プラン S は、20 余りの欧州中心の研究助成機関の
コンソーシアム cOAlition S が推進するイニシアティ
ブである。科学成果はオープンに共有されてはじめて、
他者から検証され、新たな研究成果の積み重ねにつな
がるという理念のもと、参加機関が助成した研究成果
について、完全即時の OA を求める。所謂「購読の壁」
の向こうに置かれる論文はこの理念に反するし、況ん
や、購読料と論文掲載料（APC）の二重取りをするハ

イブリッド誌は、公共の理念に完全に反するというス
タンスをとる。
　研究者がプラン S の理念に準拠する方法としては、
表 1 に示す 3 つの方法が示されている。A の方法（ゴー
ルド OA）が当初、最も望ましい方法として提示され
ており、B の方法は機関リポジトリ上の公開（グリー
ン OA）への配慮から選択肢として上がっていたものの、
エンバーゴ期間なしの公開は実質的に出版社に受け入
れられない条件、C の方法であるハイブリッド誌への
OA 出版は、明示的に禁じられていた。しかし C の方
法については、出版社からの反発と（8）、論文掲載先を
限定される研究者からの反発により（9）、3 年間の経過
措置として、転換契約（transformative agreements；
CA1977 参照）に応じる出版社のハイブリッド誌につい
ては、APC の補助を認めることが、改訂版の「プラン
S 実施ガイドライン」に明記された。プラン S の言う転
換契約とは、OA2020 イニシアティブに基づき、完全
OA 出版への移行に向けて、購読料と APC を合わせた
Read&Publish 契約を結ぶことである。

表 1　プラン S の「完全即時 OA」の条件に適合する 3 つの方法

A．OA 誌または OA プラットフォームへの OA 出版
B．�購読誌への論文掲載と同時に、論文原稿をリポジトリ

上に公開
C．�転換契約に応じている出版社のハイブリッド誌であれ

ば、これに OA 出版をし、APC の補助を得ることも
可能（転換契約に応じていないハイブリッド誌への
OA 出版は、APC 補助を得られない）

出典：改訂版の「プラン S 実施ガイドライン」（7）より筆者が作成

　一方、このようにハイブリッド誌を強制的に完全 OA
誌に転換させることによって、購読料の代わりに APC
の価格が負担となるのでは元も子もないので、当初は

「APC に上限を設ける」という表現があった。しかし、
これについては出版社からの反発によりトーンダウン
し、現在は、価格透明性を要求するにとどめている。
　転換契約については、出版社のビジネスモデルを

「購読ベースから APC ベースへ」と転換させる大が
かりな内容のため、これに対応しきれないだろう学会
系の小規模出版については、擬似的な「転換モデル契
約（transformative model agreements）」を開発する
としている。また、一出版社内において多様な学術雑
誌を擁し、出版社単位での転換が難しい場合の代替
策として、雑誌単位で OA 誌に転換する「転換雑誌

（transformative journals）」を想定している。

＊国立情報学研究所オープンサイエンス基盤研究センター
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2．プラン S 改訂版発表後の展開
2.1　転換契約・転換モデル契約・転換雑誌

（1） 転換契約―いつの間にか骨抜きに？
　プラン S の 3 つの「転換＊＊」は、購読誌を OA 誌
に転換させることを意図としている。特に購読料と
APC の二重取りの温床となっているハイブリッド誌
がターゲットである。2018 年 9 月に「10 の原則」が
発表された際、ハイブリッド誌は原則 9 にて、「ハイ
ブリッドモデルの学術雑誌は、本原則に適合しない」
と除外されていた。その後、2018 年 11 月に「実施ガ
イドライン」が発表されると、少し譲歩がなされ、「転
換契約下にあるハイブリッド雑誌については、移行措
置として、投稿を認める」とある。ここではじめて「転
換契約」という用語が出現している。
　この 2018 年 11 月の時点では「実施ガイドライン」
の第 11 項目に、転換契約の条件が、3 段落ほどにわた
り、かなり詳細に示されていた。具体的には、転換契
約が移行措置に過ぎないこと、これら転換契約の透明
性を確保するために、契約を締結した機関のウェブサ
イトと、OA 市場に関するデータ収集を行うイニシア
ティブ「論文掲載料の効率化と標準（ESAC）」（10）に
契約内容を掲載し、共有を促進することとした上で、
表 2 に示す条件を明記している。なお、既存の購読誌
と同一の内容を OA で刊行するミラー雑誌について
は、ハイブリッド誌と同様に、事実上、アクセスと出
版の双方から収益を得る機能を果たすため、転換契約
に含まれていない限り、認められないとしている。

表 2　2018 年 11 月時点の「転換契約」に関わる記述

・�契約内容（契約額を含む）は、一般に公開されなければ
ならない。

・�契約は 2021 年末までに締結し、契約期間は 3 年以内で
なければならない。

・�契約内容には、契約期間終了後に出版ルートがどのよう
に完全 OA になるかのシナリオが掲載されていなければ
ならない。

出典：�改訂前の「プラン S 実施ガイドライン」（11）第 11 項目
から「転換契約」の条件を抜粋

　これが 2019 年 5 月の改訂版においては、「転換契約・
転換モデル契約・転換雑誌」の 3 つに多様化し、転換
契約に関わる記述は元の 3 分の 1 ぐらいに縮小してい
る。記述内容としては、「プラン S は、OA2020 を支
持し、出版社が世界各国で転換契約を結び、その契約
内容を共有することを期待する。機関やコンソーシア
ムには、新しい転換契約を結ぶことを推奨する。プラ
ン S は 2021 年 1 月以降、ESAC ガイドラインに準じ
る契約についてのみ、〔APC の〕補助を行う」となり、
表 2 に挙げたような具体的な条件提示がなくなってい

る。つまり、3 年以内に完全 OA にならなければいけ
ないという縛りがなくなっているのである。
　ESAC の「転換契約ガイドライン」（12）（表 3）を見ると、
趣旨としては表 2 と同様なものの、期日設定やシナリ
オの明記などの記述が外されている。第 4 項目の、「転
換契約の契約額は、これまでの購読料と同水準（cost 
neutral）であるべきで、二重取りにあたるハイブリッ
ド誌の APC 分が、契約額に上乗せされないことを期
待する」としていることは評価できる。しかし、この
文につないで、機関や国の置かれた条件の多様性にも
言及しており、表現が軟化している。
　ちなみに、転換契約例を紹介するウェビナーに参加
すると、「転換契約は、一つとして同じものはない」
と司会が紹介するぐらい、転換契約の条件は、出版社
や機関、国により、異なるようである。契約額につい
ても、a）元の購読料と同水準（cost neutral）な場合
もあるが、b）購読料とそれまで負担していた APC 合
算分の場合や、c）なんらかのサービスの追加により、
それまでの購読料を上回る場合もあるようで、結局、
出版社のいいようになっている事態が懸念される。

表 3　ESAC「転換契約ガイドライン」見出し

・転換契約は一時的な移行措置である
・論文著者は著作権を保持する
・契約内容は透明性を有さなければならない
・�転換契約は、学術情報流通に関わるコストを抑制し、学

術出版の平等性を醸成する
・�転換契約は、出版社のサービスとワークフローを規定し、

機関の論文著者や事務担当者のニーズに合致しなければ
ならない

出典：ESAC「転換契約ガイドライン」（13）から見出しを抽出

　そもそも ESAC は、OA2020 に関連して APC や転
換契約の理解を深めるために 2014 年に開始され、一
時期、ドイツ研究振興協会（DFG）からの助成を得て
INTACT というプロジェクトのもとにあった。しか
し同プロジェクト終了の 2018 年 10 月以降は、独・マッ
クスプランクデジタル図書館（MPDL）の元に置かれ
ている図書館コミュニティによるイニシアティブで、
それほどの強制力は有さないのである。

（2） 転換モデル契約―あまり役に立たない？
　転換モデル契約は、特に学会系出版などの中小規模
の出版社を念頭に、出版社の転換契約と完全即時 OA
への移行モデルを検討すると、2019 年 5 月末のプラン
S 改訂版に約束されていた。その後、プラン S 参加機
関のうちの英・ウェルカム財団と英国研究・イノベー
ション機構（UKRI）が、Information Power 社に移
行モデルの検討を委託し、2019 年 9 月にはそのレポー
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ト “Society Publishers Accelerating Open Access and 
Plan S （SPA OPS） Final Project Report” が公開され
ている（14）。
　同社は市場調査により、完全即時 OA への移行モ
デルとして、表 4 に示す 7 カテゴリー 27 モデルを見
いだしている。また、調査に参加した出版社に、こ
れらモデルの採用可能性をアンケート調査し、これ
ら 27 モデルのうち、Subscribe to Open を含む「転換
モデル」が、可能性として最も適していると結論して
いる。Subscribe to Open とは、図書館がオープンな
コンテンツに対して擬似的に購読料を負担する方法で
ある。フリーライダーが生まれる危険性もあることか
ら、購読契約をする図書館が一定数に満たない年は、
過去のアーカイブも含め、全てのコンテンツが非 OA
となるという仕組みも内包している。非 OA となる年
は、当該出版社はプラン S の対象外となり、研究者も
論文投稿できなくなるため、プラン S 対象国の図書館
は必死で当該出版社を買い支えることが期待されてい
る。なお、Publish&Read 契約、Read&Publish 契約、
SCOAP3 などの転換モデルは大がかりで、中小規模の
出版社には向かず、このような調査をする発端となっ
た契約形態のため、中小規模の出版社には採用しがた
いと思われる。
　同社は、学会系出版社や図書館コンソーシアム、大
学出版の関係者へのインタビュー調査やワークショッ
プも行い、学会系出版の特徴を次のように捉えている。
学会系出版は概して小規模で、APC ベースのビジネ
スモデルでは安定しないこと。特に人文・社会科学系
の分野においては、研究者が APC 補助の財源を有し
ない場合が多いこと。このため、学会系出版が完全即
時 OA に移行する場合は、APC 以外の財源を確保し
なくてはいけないことなどである。Subscribe to Open
は、図書館からの財源確保の方法であるが、それ以外
の財源確保の方法は表 4 のモデルの随所に示されてい
る。レポートには複数回にわたり、「完全即時 OA ＝
APCによる収入確保」と誤解している出版社が多いが、
決してそのようなことはないと強調している。
　さて、表 4 に挙げた方法は実際に、学会系出版など
の中小規模の出版社に、役に立つのだろうか？中小規
模の出版社は、年間の出版論文数が少ないので、APC
のみの収入では心許ないのは明らかである。かと言っ
て、他の財源の確保と言われても、これまでそのよう
な努力をした経験もなければ、研究者が手弁当で運営
しているような学会系出版において、そのような開拓
をするような人的・時間的リソースにも欠けると想像
される。Subscribe to Open を通じて、最も身近な図
書館にアプローチすると言っても、図書館からすると、
ニッチな分野の雑誌からアプローチがあった場合、こ

れに出資をすべきか、判断に迷う面もあるだろう。

表 4　完全即時 OA への移行モデルとして示された
7 カテゴリー 27 モデル

○転換モデル（7）
　・�米・カリフォルニア電子図書館（CDL）転換契約パイロッ

ト、Knowledge Unlatched、 Libraria、 Publish&Read
契 約、 Read&Publish 契 約、 SCOAP3、 Subscribe to 
Open

○共同インフラと共同出資モデル（4）
　・�Hrčak、 Kotilava、 Open Library for the Humanities、 

Project MUSE

○オープンライセンスによる即時共有モデル（1）
　・�論文著者によるセルフアーカイブ

○論文単位の取引モデル（3）
　・�APC支払いによるOA、 機関によるプリペイモデル（特

に APC ディスカウント付）、 論文投稿費

○オープン出版プラットフォーム（1）
　・�出版社による F1000 モデルの利用（Emerald Open 

Research 等）

○代替収入モデル（5）
　・�広告、 クラウドファンディング、 寄付 / 基金 / 助成、 

フリーミアムモデル、 syndication

○コスト削減 （6）
　・�雑誌廃刊または雑誌統合、 協働インフラ、 論文掲載数

の拡大、 オンラインのみの出版、 アウトソーシング、 
パートナー

出典：�Information Power 社 の “Society Publishers 
Accelerating Open Access and Plan S（SPA OPS）
Final Project Report”（15）（p.19-45）より抽出

（注）括弧内の数字は、各カテゴリーのモデル数。

　とは言っても、プラン S 対象国の研究者から多くの
論文投稿を得る出版社にとっては、待ったなしでなん
らかの対応をとる必要があるのだろう。しかし、それ
ほどでない出版社については、レポートにもあるよう
に、プラン S 対象国の研究者についてはゼロエンバー
ゴによるセルフアーカイブ（表 1-B）を許すという
のが、最も現実的な解決のように思われる。これは、
HighWire 社が 2019 年 2 月に、27 の非営利出版社を
調査して得た結果にも重なる（16）。

（3） 転換雑誌―これも骨抜きに？
　転換雑誌も、転換モデル契約同様、2019 年 5 月末の
プラン S 改訂版に初出の概念である。この段階で転換
雑誌は、「OA 比率が徐々に拡大し、二重取りがなさ
れないよう、購読料がオフセットされ、一定期間内に
完全 OA に転換予定の雑誌」とされ、プラン S はこの
枠組みを開発するとしている。これを受け、プラン S
は 2019 年 11 月に「転換雑誌（案）」を公開し（17）、パ
ブリックコメントを経て、2020 年 4 月に最終版を発表
している（18）。
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　表 5 に示す、案から最終版への変更点を見ると、転
換雑誌の条件がだいぶ後退したことが見て取れる。特
に一点目に挙げられた、完全 OA 誌への転換の条件が
緩和し、転換期限が撤廃されているのは痛い。案段階
では、OA コンテンツの年間伸長率 8％以上、OA コ
ンテンツが 50％に達した時点で完全 OA 誌に転換し
なくてはいけないという条件であったため、仮に期限
がなかったとしても 4 年から 5 年で完全 OA 誌に転換
することが期待できた。しかし確定版では、OA コン
テンツの年間伸長率が絶対値ベースで 5％以上、相対
値ベースで 15% 以上 OA コンテンツが 75％に達した
時点という条件であるため、たとえば現時点で完全に
非 OA の雑誌の場合、OA コンテンツが 75％に達する
までに 13 年間かけることができる。それまでに多様
な天変地異もあるだろうし、果たしてプラン S はその
時点まで存続するのであろうか？「2024 年末には、転
換雑誌への〔APC 補助の〕助成を打ち切る」とある
ことだけが、雑誌が短期に完全 OA 誌に移行するイン
センティブとなっている。
　転換雑誌が、シュプリンガー・ネイチャー社の出版部
長である Inchcoombe 氏にいいように操られているよう
に見えるのも、気になる。もともと転換雑誌は、同氏の
2019 年 5 月頭段階の発案で（21）、これを受けて、5 月末に
発表された改訂版に「転換雑誌」が登場した。その後、
転換雑誌の案が発表されても、同氏による公開質問状等、
再三の押し返しがある。プラン S 側は、パブリックコメ
ントを経て現内容に確定したと説明しているが（22）、同氏
との相当の水面下の調整があったことは、ネイチャー誌
とその姉妹誌がプラン S に準拠する OA 出版に移行予
定との発表が、転換雑誌の確定版の発表と同日にあった
ことからも見て取れる（23）。このあたりの経緯は、筆者の
ブログ（24）に詳しいので、そちらを参照されたい。
　プラン S によると、転換雑誌は、「学会系出版など、
転換契約を行う体力のない出版社や、OA 出版をプラ
ン S 対象国以外の国々にも提供したい場合を想定」し
ている（25）。しかし、転換雑誌は前節の学会系出版のた
めの転換モデル契約の例（表 4）に名前すら出てこない。
またシュプリンガー・ネイチャー社は明らかに、学会
系出版でも、（プラン S 対象国には OA 出版を提供で
きるが）それ以外の国々には提供できないでいる出版
社でもない。転換雑誌は学会系出版向きというよりは、
むしろシュプリンガー・ネイチャー社のように、多様
なビジネスモデルの学術雑誌を有する大手出版社が、
転換契約を通じて一度に OA 出版できない場合に活用
する、抜け道的なルートのように感じられる。

表 5 転換雑誌の案から最終版への変更点と、
転換雑誌のその他の条件

（変更点）

・�完全 OA 誌への転換は OA コンテンツが 50％に達した
時点から 75％に達した時点へ修正し、2024 年 12 月まで
とする転換の期限を撤廃した。ただし、出版社は完全
OA へと転換する約束をしなくてはならない。またプラ
ン S は、2024 年末には、転換雑誌への〔APC 補助の〕
助成を打ち切る。

・�OA コンテンツの年間伸長率は前年比 8％以上から、絶
対値ベースで 5％以上、相対値ベースで 15％以上へと条
件を緩和した。

・�「推奨される追加基準」を削除し枠組み全体を 6 項目の
みの構成へと簡素化した。

（その他の条件）
・�価格透明性が保たれ、当該雑誌を購読契約する機関が非

OA のコンテンツのみに対して購読料を負担することを
保証しなくてはならない。

・�転換雑誌に関わる要求への進捗とコンプライアンスを示
す公的レポートを毎年提示しなくてはならない。このレ
ポートは、OA と非 OA コンテンツの双方についての利
用状況（ダウンロード数、被引用数、altmetrics）を提
示しなくてはならない。

出典：「転換雑誌（案）」（19）「転換雑誌最終版」（20）より作成

2.2　価格透明性フレームワーク―限定公開か？
　価格透明性の要求は、APC に上限を設けるという
当初の要求が軟化して、プラン S の改訂版から出現し
た。「APC は、雑誌や分野により大きく異なり、一律
の上限を設けることは適切ではない」という、出版社
からの要求に押されたかたちである。一方、分野等に
よる差異は認めるにしても、APC の額を一定の「適
正（fair）」な範囲にとどめるには、その価格設定の根
拠が示される必要があるという判断から、「価格透明
性フレームワーク」が開発されることとなった。価格
透明性フレームワークは、一論文あたりの APC 算定
の根拠となる指標群を提供し、APC 価格の妥当性を、
雑誌間で比較可能とする（26）。
　価格透明性フレームワークは、「転換モデル契約」
と同様、Information Power 社への委託により開発さ
れた。同社は、表 6 に示す 10 社と検討を行い、雑誌
単位で示すべき項目を策定している（29）。項目は 3 つの
セクションで構成され、1）雑誌の書誌情報（雑誌名、
ISSN 等）（20 項目）、2）雑誌の特性（採択率、出版頻
度、査読回数）（11 項目）、3）8 つのカテゴリーの費
用内訳情報（8 項目）の計 39 項目が要求される。出版
社はこれら情報を雑誌単位で可能な限り提示すること
を求められるが、各項目について± 5％の範囲で類似
の雑誌がある場合は、それらを一つに括ることも許さ
れている。
　一方、Fair Open Access Alliance（FOAA）が独自
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開発していた「出版サービス別費用内訳」もプラン S
に公認されている（30）。プラン S 関係者曰く、「すでに
一部出版社が価格透明性を確保している枠組みがある
のであれば、それを敢えて否定したくなかった」との
ことである。ただし、FOAA 枠組みは雑誌単位では
なく出版社単位で報告する形式となっており、また、
利益を明示的に記載するようになっているため、「大
手商業出版社は、プラン S が開発した枠組みの方がや
りやすい可能性がある」とも指摘している（31）。
　出版社は、いずれかの枠組みを選び、OA 出版費用
の内訳をプラン S に提出しなくてはならない。提示が
ない場合、プラン S に参加する研究助成機関は 2022
年 7 月 1 日以降、当該出版社に関わるいかなる支援も
行わない。支援打ち切りの対象は研究者への APC 補
助だけでなく、APC を必要としないジャーナルやプ
ラットフォームへの補助、転換契約や転換雑誌への補
助も含む。
　さて、これらは「価格透明性フレームワーク」で
あるから、出版社から提示された「APC の費用内訳」
は当然公開されるのかと思いきや、実はそうではない。
プラン S に参加する研究助成機関と学術機関にのみア
クセス可能で、出版社側は他の出版社の情報は見るこ
との出来ない仕組みを現在検討中とのことである。な
んでも出版社側から、「出版社間で価格設定に関わる
情報が共有されると、談合など、独占禁止法に反する
と疑われる可能性がある」との指摘があったためのよ
うである。cOAlition S は、法務弁護士を通じてその
点の確認を行い、その可能性は低いと考えているが、
出版社の主張に配慮し、限定的な公開と決めたようで
ある（32）。

表 6　プラン S の価格透明性フレームワーク 2 種

○ �Information Power 社により開発された「プラン S 価
格透明性フレームワーク」

　・�Annual Reviews, Brill, The Company of Biologists, 
EMBO Press, European Respiratory Society, F1000 
Research, Hindawi, IOP Publishing, PLOS, Springer 
Nature によりパイロット実施

　・�提示すべき費用内訳：コミュニティ形成、投稿への
初期判断、査読、論文採択に関わるサービス、出版
後サービス、プラットフォームの開発運営、セール
ス / マーケティング、顧客対応

○ �Fair Open Access Alliance（FOAA）により開発され
た、出版サービス別費用内訳

　・�Frontiers, MIT Press, Copernicus, MDPI により実施
済み

　・�提示すべき費用内訳：雑誌運営、出版、経費、コミュ
ニケーション、一般、その他収入、ディスカウント等

出典：�Information Power 社・FOAA のフレームワーク（27）（28）

より抜粋して筆者が作成

3．プラン S の影響―日本はどのように対応すべきか？
　プラン S の「完全即時 OA」の目標、その目標達成
への大きな障壁となっていたハイブリッド誌を OA 誌
へと転換させるための方策としての「転換契約・転換
モデル契約・転換雑誌」と「価格透明性フレームワーク」
に向けた動きを紹介した。
　さて、プラン S はその目標を達成できるのであろう
か？前章で紹介したように、出版社からの強い要請の
もと、当初の提案がなし崩し的に弱まっていることを
踏まえると、プラン S を象徴していた「ハイブリッド
誌を許さない」「転換契約を通じて、ハイブリッド誌を
3 年以内に完全 OA 誌にする」という目標は、潰えて
いると言えるように見える。仮にこの目標が、国立の
研究助成機関が参加する「プラン S 対象国」において
実現したとしても、プラン S には欧州を中心とする一
部の国しか参加していないことを考えると、APC 補助
が打ち切られる 2024 年末においても、プラン S 非対象
国による非 OA の論文は、相当の割合で存在すること
が予想される。2018 年時点で世界の学術出版の約半数
を占める（図 1）プラン S 非対象国による非 OA の論
文には、直接アプローチできないからである。つまり、
これら非 OA の論文から購読料は、プラン S 対象国に
おいても、引き続き発生する。また、プラン S 非対象
国で購読ベースの契約をする場合は、購読料と APC の
二重取りは引き続きなされるように思われる。
　一方、ハイブリッド誌を完全 OA 誌に移行させるた
めであった「転換契約」は、その後、出版社のビジネ
ス戦略にいいように利用されているようである。出版社
は当初、購読料収入から APC 収入へと、ビジネスモデ
ルの大転換を迫る転換契約に猛反発していたが、プラ
ン S の描く「論文の完全即時 OA」の目標から逃れられ
ないと悟ると、今度はいち早くそちらのモデルに転換す
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図 1　世界の学術論文の OA 比率（2018 年）
出典：�筆者が Web of Science 上の 2018 年出版論文を 2020

年 8 月 3 日に分析して作成
（注）�図中の比率は各国・地域単位の OA 比率
　　 �各国・地域の下の比率は、全論文に対する各国・地域

等の出版割合
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ることで、戦略的優位に立とうとしたようである。
　特にビッグ 3（エルゼビア社、シュプリンガー・ネ
イチャー社、ワイリー社）以降の中堅から中小規模
の出版社が、そのような行動に出ている。図 2 は、
ESAC に登録された転換契約を出版社別に分析し、機
関との契約件数順に並べ替えたものであるが、英国王
立化学会、ケンブリッジ大学出版局などの中堅どころ
の出版社の多くが、機関と転換契約をしているのが分
かる。契約対象機関は、CDL や MPDL、CERN、そ
の他ドイツやスペイン、米国、中国などの機関である。
また ESAC には登録されていないが、これら出版社が
プラン S 非対象国にも Read&Publish 契約を提案しだ
していることは、日本国内の事例（E2259 参照）から
も分かる。
　日本は現状では、プラン S への参加について、なん
の意思表明もしていない。それは、プラン S の構想が
乱暴すぎたり、仮に実現しても、購読料が APC にな
るだけで、大手商業出版社に学術情報流通が牛耳られ
る構造は変わらなかったり、というところがネックと
なっていると想像される。
　一方、国レベルの判断がないと、出版社との契約交
渉が機関ごとの判断に委ねられ、総じて対出版社の
交渉力が弱まることが懸念される。出版社の立場に
立ってみれば、転換契約を進めていかないと研究者
からの論文投稿が途絶え、死活問題となるため、多少
不利な条件であっても、プラン S 対象国の機関とは
Read&Publish 契約を締結する。しかし、プラン S 非
対象国については、出版社の側にも Read&Publish 契

約を締結する必然性は低いため、購読契約であっても、
Read&Publish 契約であっても、出版社にとって有利
な条件提示をすることになるからである。
　大学側からすれば、いずれの契約形態も結ばないと
いう選択はないに等しいから（購読契約のみの提案
で単純に値上げされれば、契約をしないという判断も
あったかもしれないが）、Read&Publish 契約という目
先の変わった契約を提案されることによって、なし崩
し的に、同出版社との契約を続行するということがあ
るように感じる。つまり大学側は、強気の判断あるい
は交渉をする機会を逸し、結果として出版社にいいよ
うに操られる状況となる可能性がある。
　プラン S の描く、APC 依存の完全即時 OA は好ま
しいとは思えないので、国レベルでプラン S に参加す
ることは考えものであるが、一方で出版社主導の契約
内容からは逃れる必要がある。中国は、SCI 論文を規
制することを通じて、自国の学術雑誌への論文投稿を
誘導する大胆な研究評価改革を打ち上げている（33）。イ
ンドは、プラン S への参加しない意思を示し、購読モ
デルで大手商業出版社とのナショナルライセンスを追
求予定である。このライセンスは、一般国民もアクセ
スできるものとし、自国の研究者による論文の OA は
グリーン OA により実現の方向である（34）。日本はこれ
までグリーン OA の推進を標榜（35）し、全国の大学図書
館に機関リポジトリを整備し、また APC 不要の学術
情報流通基盤として J-STAGE も運営しているのであ
るから、これらを前面に押し出した、独自の学術情報
流通政策を打ち出すと良いのではないか？
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図 2　 ESAC に登録された出版社別の転換契約数（国・機関別）
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　日本政府は、こうした独自の学術情報流通政策を打
ち出すことにも及び腰に見える。しかし、このような
策を講じない場合、公的資金が、購読料と APC の二
重取り状態で、欧米の大手商業出版社に流れ出してい
ることを放置することとなる。そのような状況を、納
税者にいずれ説明しなくてはいけない時期が来ること
を念頭に、日本の研究助成機関や政府も、腹をくくっ
て、独自の政策を打ち出す必要があるように思う。
　日本の研究力とヴィジビリティを向上させ、自国の
学術情報流通基盤を振興する、独自の研究振興政策が
待たれている。
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